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2024年 7月 8日 

がん診療連携協議会報告原稿（協議会報告・縦スライド.pptx 使用） 

又吉 賢弘 

又吉です。宜しくお願いします。 

私は、高校２年生のクラスで、がん教育の外部講師としてお話する機会がありました。 

今回は、その講話内容の紹介と共に、本協議会の皆さんへお願いしたい事があり、10 分の時間を頂きま

したので、「がん経験者の立場」でお話いたします。テーマは「ハイリスクアプローチ」です。 

 

１頁を開いてください。 

①、②：講話の前半は、自分のがん治療について話します。 

 

２頁を開いてください。 

③：次に、「世界長寿地域宣言」の紹介をして、「沖縄のがん」の状況について、様々な統計データを使っ

てお話します。がん検診の適齢期に達した時、率先して受診するよう呼びかけるのが目的です。 

 

④：琉球新報の今年２月５日の論壇から紹介します。この件に関して、医療界からの発言は初めてではな

いでしょうか？「長寿県は今や瀕死状態」と現状を憂慮する発言です。 

 

３頁を開いてください。 

⑤：この先どこまで落ちるでしょうか？なんでそうなったのでしょうか？ 

 

⑥：沖縄県の死因のトップは「がん」による死亡です。 

 

４頁を開いてください。 

⑦：年代別の死亡数・割合です。40～64歳の働き盛りは全国値の３割増しの状況で、「ハイリスク」と言

えるのではないでしょうか？ 

 

⑧：下のスライドは、「40～64歳代」の死亡数・割合の時系列です。破線の全国値が着実に減少している

のに対して、沖縄は足踏み状態と言えそうです。 

 

５頁を開いてください。 

⑨：がんの発見経緯を全部位でみると、がん検診・健康診断・人間ドックによる発見は２割以下です。 

 

⑩：検診以外で、発見された「がん」の５割以上に転移が見られます。 

 

６頁を開いてください。 

⑪：沖縄県がん対策推進計画の令和４年の報告では、40％前後の受診率を示していますが、これは検診実

績ではなく、「国民生活基礎調査」のアンケート結果です。過去６回の調査結果の受診率をみると全国値

が漸増しているのに比べ、沖縄県の 2013 年以降は足踏み状態です。 

 

⑫：下のスライドは、市町村で実施している「がん検診」の受診率で、いずれも 25％に満たない状況、

更に 65歳以上と未満の受診率の差は明らかです。 

 

７頁を開いてください。 

⑬：平成 30年に「職域におけるがん検診に関するマニュアル」が発表されました。「職域におけるがん検

診は、法的根拠がなく、保険者や事業者が、福利厚生の一環として任意に実施している」と述べています。 

このマニュアルや「健康経営」の呼びかけなど「外堀を埋める」のではなく、「法的根拠」を確立した方

が良いのではと思うのは私だけでしょうか？ 



⑭：「大阪国際がんセンター」が下のスライドの右側のグラフを報告しました。赤い棒は市町村国保の受

診率ですが、先程の地域検診のデータと類似し、他を含めた全体の平均値が国民生活基礎調査のデータと

近似します。左側は数年後に就職するかもしれない高校生に「国民皆保険制度」について説明したもので

す。 

 

８頁を開いてください。 

⑮：上の右側のグラフは、「がん対策に関する世論調査」の平成 28年と令和５年のデータを比較したもの

です。「受ける時間がないから受けない」の答えは１位から２位へ、「費用がかかるから受けない」の答え

は、４位から１位へ変化していますが、未受診の理由は経済的な問題が主な理由だと分かります。 

 

⑯：下のスライドは、平成 20年と古いデータですが、沖縄は市町村国保と協会けんぽでほぼ８割を占め

ています。私は 30年以上人間ドックを受診していますが、受診者に高齢者を見る事は少ないです。人間

ドックの受診者は各種医療保険の働き盛りが分散して受診していると考えられます。 

 

９頁を開いてください。 

⑰：「大阪府がん診療連携協議会」は、「がん患者における医療保険の種別と検診発見がんと早期がんの割

合」について、DPCデータを活用して報告しています。 

 

⑱：下のスライドは、「沖縄県がん診療連携協議会」の報告です。「DPCデータと院内がん登録のデータを

リンケージ」と明記しています。この場において、がん経験者として、皆さんにお願いがございます。大

阪府の協議会の報告と同様の作業を実施して、沖縄県の「働き盛り世代」をがん対策における「ハイリス

クグループ」として捉え、その状況を明らかにして、「長寿県沖縄の復活」へ向けた足がかりを築いてい

ただきたい。 

 

10頁を開いてください。 

⑲上の表は、従業員数を比較したものです。100人未満の事業所に勤める雇用者の全雇用者数に占める割

合は、全国が約４割に対して、沖縄は６割近い。従業員数の少ない事業所は、経済的な体力が弱く、受診

率が低くなる可能性を予測します。更に、「がん対策に関する世論調査」の「がん検診を受けない理由」

の１位と２位は、受診者の経済的な問題でした。沖縄の殆どの事業所は「協会けんぽ」の被保険者であり、

従業員規模に応じてがん検診の受診率が更に偏る可能性があります。 

 

⑳：下のスライドは、「うちなー健康経営宣言」についての協会けんぽ沖縄の報告です。沖縄県や県医師

会の名前も存在しています。従業員規模に応じたがん検診の受診率を明らかにするためにこの活動の協

力が必要です。 

 

11頁を開いてください。 

㉑㉒：「協会けんぽ沖縄」の「インセンティブ制度」の紹介です。緑色の楕円の内側に「５大がん」の文

字が見えます。このような活動と連携して、がん対策のハイリスクアプローチを実行力のある手段として

確立する為には、関係各機関への働きかけが必要です。 

本協議会の使命ではないでしょうか？ 

 

以上です。ご清聴ありがとうございました。 
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